
新燃岳の噴火災害対策に関する意見書

新燃岳の火山活動については、１月２６日の中規模な噴火以降、爆発的噴火が繰
り返され、活動の長期化が懸念されている。
噴火に伴う大量の火山灰が家屋や自動車、道路等に降り積もり、県の南部におい

て県民生活や経済活動に支障が広がっているところである。
特にこの地域の基幹産業である農業においては、野菜・果樹・特用作物等の農作

物や農業施設、畜産業への被害が拡大している。
新燃岳の火山活動は依然として活発であり、今後更に降灰等による被害の拡大が

見込まれる。
本県は昨年の口蹄疫被害からの復興に向け、本格的な取り組みを始めたばかりで

あるが、今回の火山活動が本県経済に更なる悪影響を及ぼすことが懸念されるとこ
ろである。
よって、国においては、県民生活の安定と経済活動、農業等に対する被害を軽減

するため、下記の事項について特段の措置を講じるよう強く要望する。

記

１ 激甚災害の指定を早期に行うとともに、特別交付税の算定に当たっての特別な
配慮、特別措置法の制定等、強力な財政的支援を含めた全面的な地方支援を行う
こと。

２ 県民の健康保持や生活不安の解消を図るため、長期的視野に立った健康対策や
生活支援対策等の措置を講じること。

３ 泥流や土石流に対する防災対策について、事業の採択や技術的な支援を行うと
ともに、防災通信網の整備についても支援を行うこと。

４ 農作物等への被害に対し、既存制度による柔軟な対応や新たな制度の創設など、
緊急的な支援を講じること。

５ 家畜の避難に係る経費や早期出荷に係る損失補填、自給飼料の収穫が困難とな
った場合の購入費との差額等について、緊急的な支援を講じること。

６ 噴火により影響を受けている観光業や商工業などに対しても、適切な措置を講
じること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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